取締役会規程

第 1 条 （目的）
1. 本規程は、株式会社●●の取締役会の運営について必要な事項を定める。
2. 取締役会に関しては、法令又は定款によるほか、本規程に定めるところによる。

第 2 条 （構成）
取締役会は、取締役全員をもって構成し、業務執行に関する重要事項を決定するとともに、取締役の職務の執行を監督する。

第 3 条 （取締役会の開催）
取締役会は、3か月に1回以上開催する。
1. 取締役会は、定時取締役会と臨時取締役会とする。
2. 定時取締役会は、原則として毎月1回開催する。
3. 臨時取締役会は、必要に応じ随時開催する。

第 4 条 （開催場所）
取締役会は、本社において開催する。ただし、必要があるときは他の場所で開催することができる。

第 5 条 （招集）
1. 取締役会は、代表取締役がこれを招集し、議長となる。
2. 代表取締役に差支えがある場合は、取締役会の決議をもってあらかじめ定めた順位により他の取締役がこれに代わる。

第 6 条 （招集手続）
1. 取締役会の招集通知は、開催の日時、場所及び目的事項を記載した書面を、会日の3日前までに、各取締役及び各監査役に対し、発する。ただし、緊急の必要があるときは、この期間を短縮することができる。
2. 取締役及び監査役の全員の同意があるときは、前項の招集の手続を経ることなく取締役会を開催することができる。
3. 取締役会の招集に際しては、第1項の招集通知とともに、取締役会の目的事項の審議に必要な情報が記載された資料を各取締役及び各監査役に対して送付する。

第 7 条 （議長）
1. 取締役会は、代表取締役社長が議長となる。
2. 代表取締役社長に差支えがある場合は、取締役会の決議をもってあらかじめ定めた順位により他の取締役がこれに代わる。

第 8 条 （決議事項）
取締役会の決議を要する事項は、別紙第1条に定めるとおりとする。

第 9 条 （緊急処理）
前条に規定する決議事項について、代表取締役は、緊急の処理を要するため取締役会に付議できないときは、法令及び定款に抵触しない限り、取締役会の決議を経ないで業務を執行することができる。ただし、この場合、代表取締役は、次回の取締役会においてこれを報告し、その承認を求めなければならない。

第 10 条 （報告事項）
取締役会の報告を要する事項は、別紙2条に定めるとおりとする。

第 11 条 （取締役会への報告の省略）
取締役及び監査役の全員に対して、取締役会において報告すべき事項を通知したときは、当該事項について取締役会への報告をすることを要しない。ただし、業務執行取締役による職務の執行の状況の報告については、この限りでない。

第 12 条 （決議方法）
1. 取締役会の決議は、議決に加わることができる取締役の過半数が出席し、出席取締役の過半数をもってこれを行う。
2. 取締役会の決議事項について特別の利害関係を有する取締役は、議決に加わることができない。この場合、当該取締役の数は、前項の取締役の数に参入しない。

第 13 条 （他の者の出席）
取締役会において必要と認めたときは、取締役以外の者を取締役会に出席させ、その意見又は報告を求めることができる。

第 14 条 （取締役会決議の省略）
1. 取締役が取締役会の目的事項について提案をした場合において、当該提案について議決に加わることができる取締役の全員が、書面又は電磁的記録により同意の意思表示をし、監査役が当該提案について異議を述べなかったときは、当該提案を可決する旨の取締役会の決議があったものとみなす。
2. 前項に従って取締役会の決議があったものとみなされた場合には、各取締役の同意の意思表示をした書面について、当該決議があったものとみなされた日から10年間本店に備え置く。

第 15 条 （議事録）
1. 取締役会の議事については、議事録を作成し、これに議事の経過の要領及びその結果並びにその他法務省令に定める事項を記載し、出席した取締役及び監査役が記名押印する。
2. 取締役会の決議に異議を唱えた取締役があった場合、この旨を議事録に記載する。
3. 議事録は、取締役会の日から10年間本店に備え置き、その閲覧等に関しては法令の定めるところによる。
4. 議事録が電磁的記録をもって作成された場合には、当該電磁的記録に記録された事項について、法務省令で定められる署名又は記名押印に代わる措置をとる。

第 16 条 （改廃）
本規程の改廃は、取締役会決議によって行う。

付則

本規程は、●●年●●月●●日から施行する。


別紙

第 1 条 （決議事項）
1. 株主総会に関する事項
(1) 株主総会の招集
(2) 株主総会に付議する事項
(3) 代表取締役に代わって株主総会の招集権者となるべき取締役の順位
(4) 代表取締役に代わって株主総会の議長となるべき取締役の順位
2. 株式等に関する事項
(1) 募集株式の発行等（自己株式の処分を含む。）
(2) 基準日の設定
(3) 株主名簿管理人及びその事務取扱場所の決定
(4) 自己株式の消却及び処分
(5) 募集新株予約権、募集社債及び募集新株予約権付社債の発行
(6) 自己新株予約権の消却及び処分
(7) 株式の分割及び無償割当て
(8) 新株予約権の無償割当て
3. 株主総会の決議により委任を受けた事項
(1) 取締役の報酬及び賞与
(2) 取締役の退職慰労金
4. 役員・取締役会に関する事項の決定
(1) 代表取締役の選定及び解職
(2) 取締役の業務分担並びに使用人委嘱及び解嘱
(3) 取締役の競業取引及び利益相反取引（直接取引及び間接取引）の承認
(4) 代表取締役に代わって取締役会の招集権者となるべき取締役の順位
(5) 代表取締役に代わって取締役会の議長となるべき取締役の順位
(6) 取締役（業務執行取締役等である者を除く。）の責任免除に関する契約の内容
5. 重要な財産の処分及び譲受けに関する事項
(1) 資産の取得
　　1件あたり　金●●円以上
(2) 資産の処分及び除却
　　　　1件あたり　金●●円以上
(3) 資産の賃貸借及びリース
　　　　1件あたり　（年額）金●●円以上
(4) 担保権の設定及び取得
　　　　1件あたり　金●●円以上
(5) 債権の放棄
　　　　1件あたり　金●●円以上
(6) 寄付
　　　　1件あたり　金●●円以上
6. 多額の借財に関する事項
(1) 借入れ
　　　　1件あたり　金●●円以上
(2) 債務保証
　　　　1件あたり　金●●円以上
7. 決算に関する事項
(1) 事業報告及びその附属明細書の承認
(2) 計算書類及びその附属明細書の承認
(3) 臨時計算書類及びその附属明細書の承認
(4) 連結計算書類
8. 内部統制システムの整備
9. その他の重要な事項
(1) 経営理念、経営戦略及び企業行動規範の策定
(2) 中長期経営計画の基本方針の決定及びその重要な変更
(3) 資本政策の基本方針の決定
(4) 上場の廃止の決定
(5) 破産、再生手続開始又は更生手続開始の申立ての決定
(6) コーポレートガバナンスの基本方針の制定及び改定
(7) 年度予算の決定
(8) 本規程その他の重要な社内規程の制定及び改廃
(9) 関連当事者取引に関する基準の策定及び取引の承認
(10) 株主総会において取締役会に決定を委任された事項
(11) 取締役会が必要と認めた事項
(12) その他法令又は定款に定める事項

第 2 条 （報告事項）
(1) 業務執行状況
(2) 取締役の競業取引の報告
(3) 取締役の利益相反取引の報告
(4) 取締役会が必要と認めた事項
(5) その他法令又は定款に定める事項
